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７
月
１４
日
開
催
の
社
会
文
教
委

員
会
を
は
じ
め
と
し
て
、
地
方
行

政
委
員
会
が
１５
日
、
産
業
経
済
委

員
会
が
２２
日
、
建
設
運
輸
委
員
会

が
２８
日
、
地
方
行
政
委
員
会
が
３０

日
に
、
東
京
・
全
国
都
市
会
館
で

開
催
し
た
。

各
委
員
会
で
は
、
「
要
望
書
」

及
び
「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る

要
望
書
」
を
決
定
し
、
会
議
終
了

後
に
は
、
要
望
事
項
の
実
現
に
向

け
、
政
府
及
び
関
係
各
省
庁
、
地

元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
要

望
活
動
を
行
っ
た
。

「
要
望
書
」
は
、
前
年
度
委
員

会
か
ら
の
申
し
送
り
事
項
、
第
９０

回
定
期
総
会
議
決
事
項
の
付
託
事

項
（
左
掲
参
照
）
、
所
管
事
項
を

め
ぐ
る
諸
情
勢
等
を
勘
案
し
て
作

成
し
て
い
る
。

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要

望
書
」
は
、
５
委
員
会
共
管
と
し

て
付
託
さ
れ
て
い
る
第
９０
回
定
期

総
会
会
長
提
出
議
決
事
項
で
あ
る

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
に
関
す
る
決
議
」
と
、
東
北

部
会
提
出
の
議
決
事
項
で
あ
る

「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
早
期
復

旧
・
復
興
に
つ
い
て
」
及
び
「
原

子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ
の
対
応

に
つ
い
て
」
を
合
わ
せ
て
、
１
冊
の

要
望
書
と
し
て
作
成
し
て
い
る
。

各
委
員
会
の
「
要
望
書
」
及
び

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望

書
」
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の

「
要
望
・
決
議
等
」
の
ペ
ー
ジ
に

掲
載
を
し
て
い
る
。

な
お
、
２９
日
に
は
、
国
と
地
方

の
協
議
の
場
等
に
関
す
る
特
別
委

員
会
が
開
催
し
た
。

今
号
で
は
、
社
文
委
、
地
財
委
、

産
経
委
の
会
議
概
要
等
を
掲
載
す

る
。建

運
委
、
地
行
委
、
国
地
方
特

別
委
の
模
様
は
、
次
号
に
て
掲
載

す
る
予
定
。

第９０回定期総会議決事項の各委員会付託一覧

東東
日日
本本
大大
震震
災災
にに
関関
すす
るる
要要
望望

▽
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧

・
復
興
に
関
す
る
要
望
�
東
日
本

大
震
災
か
ら
の
早
期
復
旧
・
復
興
、

原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ
の
対

応
▽
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
早
期

復
旧
・
復
興
に
関
す
る
要
望
�
復

旧
・
復
興
事
業
予
算
の
総
額
確
保

と
実
態
に
即
し
た
財
政
支
援
等
、

被
災
者
の
生
活
再
建
支
援
等
、
地

域
産
業
の
復
旧
・
復
興
に
対
す
る

支
援
、
公
共
施
設
等
の
復
旧
・
再

整
備
、
被
災
者
に
対
す
る
社
会
保

障
等
、
医
療
機
関
に
対
す
る
支
援

等
、
今
後
の
防
災
対
策
等
▽
原
子

力
発
電
所
事
故
災
害
へ
の
対
応
に

関
す
る
要
望
�
放
射
性
物
質
の
除

染
、
原
子
力
災
害
に
係
る
損
害
賠

償
、
被
災
者
の
健
康
不
安
、
被
害

の
解
消
、
風
評
被
害
の
早
期
払
拭

等
、
仮
置
き
場
・
中
間
貯
蔵
施
設

の
設
置
等

第第
４４
回回
専専
門門
小小
委委
がが
開開
催催

第
３１
次
地
方
制
度
調
査
会
第
４

回
専
門
小
委
員
会
（
委
員
長
�
長

谷
部
恭
男
・
早
稲
田
大
学
教
授
）
は

７
月
２３
日
、
総
務
省
で
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
人
口
減
少
に
関
す

る
現
状
と
課
題
、
取
り
組
み
な
ど

に
つ
い
て
、
有
識
者
か
ら
意
見
を

聴
取
し
た
。

台台
風風
８８
号号
でで
災災
害害
救救
助助
法法
等等
をを
適適
用用

山
形
県
は
７
月
９
日
、
平
成
２６

年
台
風
８
号
の
接
近
に
伴
う
大
雨

に
よ
る
影
響
で
、
住
家
に
多
数
の

被
害
が
生
じ
た
た
め
、
南
陽
市
に

対
し
災
害
救
助
法
、
被
災
者
生
活

再
建
支
援
法
の
適
用
を
決
定
し

た
。同

市
に
対
し
、
総
務
省
は
７
月

２２
日
、
９
月
定
例
交
付
見
込
額
の

３
割
に
あ
た
る
２
億
９
３
０
０
万

円
の
繰
上
げ
交
付
を
決
定
し
、
２３

日
に
現
金
交
付
し
た
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1911・2号８月５日平成26年
（2014年）

委 員 会

建
設
運
輸

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

産
業
経
済

○

○

○

○

○

社
会
文
教

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

地
方
財
政

○

○

○

○

地
方
行
政

○

○

○

○

○

委員会付託

議決事項

【会長提出議決事項】

地方税財源の充実確保に関する決議

東日本大震災からの復旧・復興に関する決議

【部会提出議決事項】

東日本大震災からの早期復旧・復興について

原子力発電所事故災害への対応について

被災者の救助・支援制度の見直しについて

自然災害復旧事業に関する財政措置の強化について

北方領土問題の早期解決等について

日米地位協定の抜本的な改定について

国民健康保険制度の充実強化について

国民健康保険・介護保険の国庫負担割合の拡充について

介護保険制度の見直しに係る要望について

介護保険制度における新たな地域支援事業の導入並び
に介護人材の確保及び拡充について

定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担
制度の堅持及び拡充について

公立小学校及び中学校における法改正を伴う学級編制
基準の引き下げについて

食物アレルギー事故防止対策について

子どもの医療費助成制度の創設について

農林水産業の振興対策について

食の安全・安心の確立を求めることについて

道路交通網の整備促進について

高規格幹線道路等の整備促進について

山陰自動車道の建設促進について

九州における高速道路等の交通網の整備促進について

北海道新幹線の建設促進について

北陸新幹線の早期完成について

並行在来線への支援措置について

観光振興の推進を求める要望について

地上デジタルテレビ放送難視地区解消の対策について

１

２

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

社文

地財

産経

相相
次次
ぎぎ
委委
員員
会会
をを
開開
催催

（１） 平成２６年８月５日 第１９１１・２号
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第第
１１
５５
００
回回
社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

社
会
文
教
委
員
会
（
委
員
長
�

小
島
一
・
南
あ
わ
じ
市
議
会
議

長
）
は
７
月
１４
日
、
全
国
都
市
会

館
で
、
正
副
委
員
長
会
議
の
後
、

第
１
５
０
回
委
員
会
を
開
催
し

た
。協

議
で
は
、
�
地
域
医
療
施
策

�
保
健
衛
生
施
策
等
�
医
療
保
険

制
度
�
介
護
保
険
制
度
�
少
子
化

対
策
等
�
雇
用
対
策
�
社
会
福
祉

施
策
	
環
境
保
全
施
策


文
教
施

策
―
の
９
項
目
を
大
き
な
柱
（
よ

り
詳
細
な
要
望
項
目
は
下
掲
参

照
）
と
す
る
「
要
望
書
」
及
び
「
東

日
本
大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」

を
決
定
し
た
。

会
議
終
了
後
、
小
島
委
員
長
、

岩
城
晶
巳
・
副
委
員
長
（
滑
川
市

議
会
議
長
）
、
島
本
昌
典
・
副
委

員
長
（
宮
若
市
議
会
議
長
）
は
、

村
木
厚
子
・
厚
生
労
働
事
務
次
官

に
面
談
し
、
要
望
、
意
見
交
換
を

行
っ
た
。
他
の
委
員
も
、
地
元
選

出
の
国
会
議
員
ら
に
要
望
活
動
を

行
っ
て
い
る
。

な
お
、
協
議
に
先
立
ち
、
佐
々

木
昌
弘
・
厚
生
労
働
省
医
政
局
地

域
医
療
計
画
課
医
師
確
保
等
地
域

医
療
対
策
室
長
か
ら
「
地
域
医
療

政
策
の
こ
れ
か
ら
」
と
題
す
る
説

明
を
聴
取
し
た
。

第第
１１
３３
４４
回回
地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

地
方
財
政
委
員
会
（
委
員
長
�

飛
田
謙
一
・
日
立
市
議
会
議
長
）

は
７
月
１５
日
、
全

国

都

市

会

館

で
、
正
副
委
員
長
会
議
の
後
、
第

１
３
４
回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

協
議
で
は
、
�
平
成
２７
年
度
税

制
改
正
等
�
平
成
２７
年
度
地
方
財

政
対
策
�
平
成
２７
年
度
地
方
債
計

画
�
地
方
公
営
企
業
�
国
庫
補
助

負
担
金
�
地
方
公
会
計
―
に
つ
い

て
の
６
項
目
を
大
き
な
柱
（
よ
り

詳
細
な
要
望
項
目
は
下
掲
参
照
）

と
す
る
「
要
望
書
」
及
び
「
東
日

本
大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」
を

決
定
し
た
。

会
議
終
了
後
、
飛
田
委
員
長
、

加
藤
英
輔
・
副
委
員
長
（
羽
島
市

議
会
議
長
）
、
村
川
喜
信
・
副
委

員
長（
諫
早
市
議
会
議
長
）
は
、
岡

田
広
・
復
興
副
大
臣
に
面
談
し
、

要
望
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。
他
の

委
員
も
、
地
元
選
出
の
国
会
議
員

ら
に
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

な
お
、
協
議
に
先
立
ち
、
内
藤

尚
志
・
総
務
省
自
治
財
政
局
財
政

課
長
、
�
田
省
司
・
同
省
自
治
税

務
局
企
画
課
長
か
ら
、
そ
れ
ぞ

れ
、
地
方
財
政
、
ま
た
は
地
方
税

制
を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向
に
つ
い

て
、
説
明
を
聴
取
し
た
。

�
地
域
医
療
施
策
�
医
師
不
足

・
偏
在
対
策
等
、
救
急
医
療
の
確

保
・
充
実
、
自
治
体
病
院
へ
の
財

政
措
置
�
保
健
衛
生
施
策
等
�
新

型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
対
策
、
定
期

予
防
接
種
、
が
ん
検
診
の
推
進
、

ヒ
ト
パ
ピ
ロ
ー
マ
ウ
イ
ル
ス
（
Ｈ

Ｐ
Ｖ
）
ワ
ク
チ
ン
接
種
、
食
品
安

全
対
策
、
水
道
事
業
、
自
殺
防
止

対
策
、
こ
こ
ろ
の
健
康
を
守
り
推

進
す
る
基
本
法
の
制
定
�
医
療
保

険
制
度
�
医
療
制
度
改
革
、
国
民

健
康
保
険
制
度
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
�
介
護
保
険
制
度
�
制
度

改
正
、
低
所
得
者
対
策
、
介
護
サ

ー
ビ
ス
基
盤
整
備
、
人
材
の
確

保
、
財
政
運
営
�
少
子
化
対
策
等

�
子
ど
も
・
子
育
て
施
策
、
子
育

て
世
代
へ
の
支
援
、
放
課
後
児
童

対
策
、
不
妊
治
療
へ
の
財
政
措
置

�
雇
用
対
策
�
地
域
雇
用
対
策
、

若
年
者
雇
用
対
策
、
新
た
な
雇
用

創
出
事
業
の
実
施
、
協
同
組
合
法

の
制
定
�
社
会
福
祉
施
策
�
障
が

い
者
施
策
、
生
活
保
護
制
度
、
年

金
制
度
の
運
用
、
被
災
者
の
救
助

・
支
援
制
度
の
見
直
し
	
環
境
保

全
施
策
�
地
球
温
暖
化
対
策
、
廃

棄
物
処
理
対
策
、
容
器
包
装
リ
サ

イ
ク
ル
制
度
、
家
電
リ
サ
イ
ク
ル

制
度
、
海
岸
漂
着
物
対
策
、
ア
ス

ベ
ス
ト
対
策
、
皮
革
排
水
処
理
施

設
、
原
子
力
発
電
所
事
故
へ
の
対

応
、
放
射
性
物
質
モ
ニ
タ
リ
ン
グ



文
教
施
策
�
教
育
予
算
の
拡

充
、
少
人
数
教
育
の
実
現
、
特
別

支
援
教
育
、
い
じ
め
対
策
の
推

進
、
公
立
学
校
施
設
の
耐
震
化
、

食
物
ア
レ
ル
ギ
ー
事
故
防
止
対
策

社社
会会
文文
教教
施施
策策
にに
関関
すす
るる
要要
望望

地地
方方
税税
財財
政政
にに
関関
すす
るる
要要
望望

�
平
成
２７
年
度
税
制
改
正
等
�

重
点
要
望
事
項
、
地
方
税
源
等
の

充
実
確
保
、
政
令
指
定
都
市
・
中

核
市
・
特
例
市
に
対
す
る
税
制
上

の
特
例
措
置
の
充
実
、
非
課
税
等

特
別
措
置
等
の
整
理
合
理
化
、
政

治
活
動
に
関
す
る
個
人
献
金
の
税

制
上
の
優
遇
措
置
の
拡
大
、
地
方

税
法
の
改
正
時
期
�
平
成
２７
年
度

地
方
財
政
対
策
�
重
点
要
望
事

項
、
地
方
財
源
の
充
実
確
保
、
合

併
算
定
替
等
、「
地
方
共
有
税
」
へ

の
変
更
、
地
方
自
治
体
の
財
政
運

営
の
予
見
可
能
性
向
上
、
国
に
よ

る
確
実
な
財
政
措
置
の
実
施
等
、

「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
の
活
用

�
平
成
２７
年
度
地
方
債
計
画
�
地

方
債
資
金
の
確
保
、
公
的
資
金
補

償
金
免
除
繰
上
償
還
の
継
続
等
、

合
併
特
例
債
の
制
度
拡
充
、
起
債

対
象
事
業
の
拡
大
等
�
地
方
公
営

企
業
�
公
営
企
業
繰
出
金
等
の
所

要
額
確
保
、
地
方
公
営
企
業
に
対

す
る
財
政
措
置
の
充
実
�
国
庫
補

助
負
担
金
�
国
庫
補
助
負
担
金
の

廃
止
等
、
直
轄
事
業
負
担
金
制
度

の
抜
本
的
見
直
し
�
地
方
公
会
計

村木厚生労働事務次官に対し要望

岡田復興副大臣に対し要望

挨
拶
す
る
小
島
委
員
長

挨
拶
す
る
飛
田
委
員
長

第１９１１・２号 平成２６年８月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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産
業
経
済
委
員
会
（
委
員
長
�

荒
谷
み
ど
り
・
阿
南
市
議
会
議

長
）
は
７
月
２２
日
、
全
国
都
市
会

館
で
、
正
副
委
員
長
会
議
の
後
、
第

１
５
０
回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

協
議
で
は
、
�
農
業
振
興
対
策

�
林
業
振
興
対
策
�
水
産
業
振
興

対
策
�
農
林
水
産
業
共
通
対
策
�

食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信
頼
確

保
対
策
�
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
貿
易
交
渉
に

つ
い
て
�
中
小
企
業
振
興
対
策
等

	
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
―
の

８
項
目
を
大
き
な
柱
（
よ
り
詳
細

な
要
望
項
目
は
左
掲
参
照
）
と
す

る
「
要
望
書
」
及
び
「
東
日
本
大

震
災
に
関
す
る
要
望
書
」
を
決
定

し
た
。

会
議
終
了
後
、
荒
谷
委
員
長
、

小
林
治
男
・
副
委
員
長
（
大
町
市

議
会
議
長
）
、
中
村
賢
道
・
副
委

員
長
（
光
市
議
会
議
長
）
は
、
立

岡
恒
良
・
経
済
産
業
事
務
次
官
、

北
川
慎
介
・
中
小
企
業
庁
長
官
に

面
談
し
、
要
望
、
意
見
交
換
を
行

っ
た
。
他
の
委
員
も
、
地
元
選
出

の
国
会
議
員
ら
に
要
望
活
動
を
行

っ
て
い
る
。

な
お
、
協
議
に
先
立
ち
、
天
野

正
治
・
農
林
水
産
省
大
臣
官
房
政

策
課
食
ビ
ジ
ョ
ン
推
進
室
長
、
蓮

井
智
哉
・
中
小
企
業
庁
事
業
環
境

部
企
画
課
長
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
、
農

林
水
産
行
政
、
中
小
企
業
・
小
規
模

事
業
者
施
策
の
今
後
の
展
開
方
向

に
つ
い
て
、
説
明
を
聴
取
し
た
。

第第
１１
５５
００
回回
産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

産産
業業
経経
済済
施施
策策
にに
関関
すす
るる
要要
望望

�
農
業
振
興
対
策
�
経
営
所
得

安
定
対
策
、
農
業
の
持
続
的
な
発

展
に
関
す
る
施
策
、
食
料
自
給
率

向
上
及
び
国
産
農
産
物
の
消
費
拡

大
、
畜
産
振
興
策
の
強
化
�
林
業

振
興
対
策
�
林
業
発
展
の
た
め
の

施
策
、
地
球
温
暖
化
防
止
対
策

等
、
水
源
林
の
保
全
�
水
産
業
振

興
対
策
�
漁
業
者
に
対
す
る
経
営

支
援
策
等
の
強
化
、
漁
業
資
源
の

維
持
等
の
た
め
の
施
策
、
配
合
飼

料
高
騰
対
策
、
担
い
手
の
確
保
・

育
成
�
農
林
水
産
業
共
通
対
策
�

６
次
産
業
化
の
着
実
な
実
施
、
野

生
生
物
に
よ
る
農
林
水
産
物
被
害

の
防
止
、
燃
油
価
格
高
騰
対
策
、

農
林
水
産
物
の
価
格
の
適
正
化
�

食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信
頼
確

保
対
策
�
放
射
性
物
質
検
査
体
制

の
整
備
、
食
の
安
全
性
確
保
へ
の

取
組
、
輸
入
食
材
等
の
安
全
確

保
、
消
費
者
安
心
・
安
全
確
保
対

策
の
推
進
�
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
貿
易
交
渉

に
つ
い
て
�
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ

ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
、
諸
外
国

と
の
貿
易
交
渉
�
中
小
企
業
振
興

対
策
等
�
中
小
企
業
へ
の
支
援
、

地
域
資
源
の
活
用
促
進
、
地
域
商

業
の
振
興
、
電
気
料
金
及
び
原
材

料
価
格
の
上
昇
等
に
対
す
る
下
請

け
中
小
企
業
の
保
護
	
資
源
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
�
原
子
力
発
電
所

の
安
全
・
防
災
対
策
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
、
電
力
供
給
の

確
保
、
レ
ア
メ
タ
ル
（
希
少
金
属
）

等
の
確
保
対
策
、
採
石
法
の
充
実

強
化

普
通
交
付
税
大
綱
を
閣
議
報
告

新
藤
義
孝
・
総
務
相
は
、
７
月

２５
日
、
平
成
２６
年
度
普
通
交
付
税

大
綱
を
閣
議
報
告
し
た
。

交
付
額
は
、
１５
兆
８
７
２
４
億

円
で
前
年
度
比
１
・
０
％
減
と
な

っ
た
。
内
訳
は
、
道
府
県
分
が
８

兆
４
５
３
３
億
円
、
市
町
村
分
が

７
兆
４
１
９
１
億
円
。

不
交
付
団
体
数
は
、
５５
団
体
（
う

ち
市
は
２６
市
）
で
、
前
年
度
よ
り

６
団
体
増
と
な
っ
た
。
２６
年
度
に

お
い
て
、
交
付
団
体
か
ら
不
交
付

団
体
と
な
っ
た
市
は
▽
市
川
市
▽

君
津
市
▽
鎌
倉
市
―
の
３
団
体
。

基
準
財
政
需
要
額
の
算
定
に
当

た
っ
て
は
、
通
常
の
算
定
に
加
え
、

２６
年
度
か
ら
「
地
域
の
元
気
創
造

事
業
費
（
３
５
０
０
億
円
程
度
）」

を
新
設
。
人
口
を
基
本
と
し
た
上

で
、
各
地
方
公
共
団
体
の
行
革
努

力
や
地
域
経
済
活
性
化
の
成
果
を

反
映
し
た
。
同
事
業
費
の
う
ち
、
市

町
村
分
は
、
２
６
２
５
億
円
程
度
。

内
訳
は
、
行
革
努
力
分
が
２
２
５

０
億
円
程
度
、
地
域
経
済
活
性
化

分
が
３
７
５
億
円
程
度
。

▽
つ
く
ば
市
（
茨
城
県
）

〒
３
０
５
―
８
５
５
５

茨
城
県

つ
く
ば
市
研
究
学
園
１
―
１
―
１

電
話
番
号
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
に
変
更

な
し

▽
朝
来
市
（
兵
庫
県
）

〒
６
６
９
―
５
１
９
２

兵
庫
県

朝
来
市
山
東
町
楽
音
寺
９５



０
７
９
（
６
７
６
）
２
０
８
２

FAX
０
７
９
（
６
７
６
）
２
０
８
３

▽
上
野
原
市
（
山
梨
県
）

FAX
０
５
５
４
（
６
２
）
５
３
４
４

▼
議
長

▽
常
滑

加
藤
久
豊
（
５
・
１６
）

▽
伊
予

田
中
裕
昭
（
５
・
２０
）

▽
菊
池

森

清
孝
（
６
・
６
）

▽
市
原

竹
内
直
子
（
６
・
２０
）

▽
行
田

野
口
啓
造
（
６
・
２６
）

▼
副
議
長

▽
常
滑

冨
本

健
（
５
・
１６
）

▽
伊
予

正
岡
千
博
（
５
・
２０
）

▽
菊
池

大
賀
慶
一
（
６
・
６
）

▽
さ
ぬ
き

�
嶋
正
朋
（
６
・
１９
）

▽
市
原

宮
国
克
明
（
６
・
２０
）

▽
三
島

栗
原
一
郎
（
６
・
２５
）

▽
行
田

小
林
友
明
（
６
・
２６
）

▽
館
山

秋
山

貴
（
６
・
２６
）

▽
富
士

村
松
金
祐
（
７
・
１
）

▼
事
務
局
長

▽
牧
之
原

植
田

勝
（
４
・
１
）

▽
鹿
嶋

塚
原
長
夫
（
７
・
１
）

８月５日現在の都市数
８１３団体

うち
指定都市 ２０市
中核市 ４３市
特例市 ４０市
一般市 ６８７市
特別区 ２３区

議議
会会
人人
事事

立岡経済産業事務次官に対し要望

北川中小企業庁長官に対し要望

挨
拶
す
る
荒
谷
委
員
長

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更

電電
話話
番番
号号
等等
変変
更更

（３） 平成２６年８月５日 第１９１１・２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全
国
広
域
連
携
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
佐
藤
清
隆
・
大
崎
市
議

会
議
長
）
は
７
月
１６
日
、
東
京
・

都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
正
副
会

長
・
監
事
・
相
談
役
会
議
を
開
催

し
た
。
同
会
議
は
当
初
、
７
月
１１

日
に
開
催
す
る
予
定
だ
っ
た
が
、

台
風
８
号
の
接
近
の
た
め
、
延
期

と
な
っ
て
い
た
。

協
議
で
は
、
広
域
連
携
施
策
に

関
す
る
要
望
案
に
つ
い
て
審
議

し
、
原
案
の
と
お
り
決
定
し
た
ほ

か
、
２６
年
度
会
議
日
程
、
次
期
役

員
改
選
の
方
法
等
に
つ
い
て
了
承

し
た
。

要
望
で
は
▽
広
域
連
携
施
策
を

推
進
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
広
域

連
携
に
関
わ
る
市
の
意
見
を
十
分

踏
ま
え
る
と
と
も
に
、
事
務
の
共

同
処
理
制
度
等
の
既
存
の
施
策
に

つ
い
て
も
、
引
き
続
き
推
進
す
る

こ
と
▽
広
域
連
携
施
策
に
対
す
る

財
政
支
援
に
つ
い
て
、
適
切
に
措

置
す
る
こ
と
―
を
求
め
て
い
る
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
の
う
ち
、
９
市
の
議

長
ら
（
下
掲
参
照
）
は
岡
崎
浩
巳

・
総
務
事
務
次
官
（
当
時
）
、
門

山
泰
明
・
総
務
省
自
治
行
政
局
長

（
当
時
）
に
面
談
し
、
要
望
、
意

見
交
換
を
行
っ
た
。
他
の
加
盟
市

議
長
ら
も
、
地
元
選
出
の
国
会
議

員
ら
に
要
望
活
動
を
行
っ
て
い

る
。な

お
、
協
議
に
先
立
ち
、
松
谷

朗
・
総
務
省
自
治
行
政
局
市
町
村

課
課
長
補
佐
か
ら
「
広
域
連
携
を

取
り
巻
く
現
状
と
課
題
」
と
題
す

る
説
明
を
聴
取
し
た
。

総総
務務
省省
へへ
のの
要要
望望
活活
動動
参参
加加
市市

▽
会
長
�
大
崎
市
▽
副
会
長
�
射

水
市
、
常
総
市
、
山
口
市
、
島
原

市
▽
監
事
�
名
張
市
、
高
知
市
▽

相
談
役
�
盛
岡
市
、
徳
島
市

都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長

�
石
上
顕
太
郎
・
静
岡
市
議
会
議

長
）
は
７
月
１５
日
、
静
岡
市
で
役

員
会
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
石
上
会
長
の
挨
拶

の
後
、
田
辺
信
宏
・
静
岡
市
長
が

挨
拶
し
た
。

協
議
で
は
、
２５
年
度
決
算
を
了

承
。
２６
・
２７
年
度
の
調
査
研
究
テ

ー
マ
案
に
つ
い
て
は
、
「
都
市
に

お
け
る
公
共
交
通
の
あ
り
方
」
と

し
、
８
月
１９
日
開
催
の
第
１
０
０

回
総
会
に
提
案
す
る
こ
と
を
決
定

し
た
。

政
府
は
７
月
２５
日
、
「
平
成
２７

年
度
予
算
の
概
算
要
求
に
当
た
っ

て
の
基
本
的
な
方
針
」
を
閣
議
了

解
し
た
。

２７
年
度
予
算
は
、
２６
年
度
予
算

に
続
き
、
民
需
主
導
の
経
済
成
長

と
財
政
健
全
化
目
標
の
双
方
の
達

成
を
目
指
し
、
メ
リ
ハ
リ
の
つ
い

た
予
算
と
す
る
。
地
方
交
付
税
交

付
金
等
に
つ
い
て
は
「
中
期
財
政

計
画
」
と
の
整
合
性
に
留
意
し
つ

つ
要
求
す
る
。
ま
た
、
予
算
の
重

点
化
の
た
め
、
骨
太
の
方
針
や
日

本
再
興
戦
略
等
を
踏
ま
え
た
諸
課

題
に
つ
い
て
、
「
新
し
い
日
本
の

た
め
の
優
先
課
題
推
進
枠
」
を
措

置
。
こ
れ
に
は
、
地
方
の
創
生
と

人
口
減
少
の
克
服
に
向
け
た
取
り

組
み
が
含
ま
れ
る
。
各
省
は
要
望

基
礎
額
の
３０
％
の
範
囲
内
で
要
望

を
行
う
。

同
日
、
総
務
省
は
概
算
要
求
に

当
た
り
、
各
府
省
に
対
し
、
地
方

財
政
措
置
に
つ
い
て
、
留
意
ま
た

は
改
善
す
べ
き
事
項
を
申
し
入
れ

た
。
申
し
入
れ
件
数
は
、
各
府
省

共
通
事
項
８
件
、
同
個
別
事
項
２１

件
の
２９
件
（
複
数
府
省
に
行
っ
た

同
趣
旨
の
申
し
入
れ
を
１
件
と
し

た
場
合
は
３８
件
）
。

主
な
申
し
入
れ
内
容
は
、
�
東

日
本
大
震
災
の
復
旧
・
復
興
の
推

進
及
び
国
土
強
靱
化
、
防
災
・
減

災
対
策
の
推
進
�
社
会
保
障
制
度

改
革
関
連
�
地
方
財
政
に
影
響
を

及
ぼ
す
施
策
へ
の
対
応
。

�
で
は
、
共
通
事
項
と
し
て
、

被
災
地
に
お
け
る
人
材
不
足
及
び

資
材
不
足
に
伴
う
労
務
費
・
資
材

の
高
騰
に
配
慮
し
た
労
務
単
価
の

設
定
等
施
工
確
保
対
策
や
所
要
の

予
算
措
置
等
を
講
じ
る
こ
と
の
ほ

か
、
新
規
に
、
国
土
強
靱
化
、
防

災
・
減
災
対
策
に
係
る
財
源
を
確

保
す
る
こ
と
な
ど
。
�
で
は
、
地

方
公
共
団
体
の
意
見
を
十
分
に
踏

ま
え
、
２７
年
４
月
に
施
行
予
定
の

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
に

係
る
財
政
措
置
等
（
申
し
入
れ
先

�
内
閣
府
、
文
科
省
、
厚
労
省
）
、

介
護
保
険
制
度
の
安
定
的
な
運
営

の
推
進
（
厚
労
省
）
、
国
民
健
康

保
険
制
度
の
持
続
可
能
性
の
確
保

等
（
厚
労
省
）
の
ほ
か
、
新
規
に
、

医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体

制
改
革
の
た
め
の
新
た
な
財
政
支

援
制
度
（
基
金
）
に
関
す
る
財
政

措
置
（
厚
労
省
）
な
ど
。

�
で
は
、

地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
（
環
境

省
）
の
ほ
か
、
新
規
に
、
海
岸
漂

着
物
等
の
処
理
の
推
進
と
し
て
、

２６
年
度
末
に
海
岸
漂
着
物
地
域
対

策
推
進
事
業
が
実
施
期
限
を
迎

え
、
国
庫
補
助
対
象
と
さ
れ
な
い

海
岸
が
生
じ
る
た
め
、
必
要
な
措

置
を
講
じ
る
こ
と
（
農
水
省
、
水

産
庁
、
国
交
省
、
環
境
省
）
な
ど
。

以
上
の
ほ
か
、
新
規
に
、
直
轄

道
路
・
河
川
の
権
限
移
譲
に
係
る

財
政
措
置
（
国
交
省
）
、
整
備
新

幹
線
に
係
る
財
政
負
担
（
国
交

省
）
を
申
し
入
れ
て
い
る
。

都
市
研
が
役
員
会
を
開
催

広広
域域
協協
がが
役役
員員
会会
をを
開開
催催

会
議
終
了
後
に
要
望
活
動

概
算
要
求
に
当
た
り

各
府
省
に
申
し
入
れ

総務省

岡崎総務事務次官（当時）に対し要望

門山自治行政局長（当時）に対し要望

都市研会長
石上顕太郎（静岡市）

挨
拶
す
る
佐
藤
会
長
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